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論文番号 ５１０ 

東武鉄道１００００系電車更新用主回路システム 
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東武鉄道(株) 西木 勉   (株)日立製作所 鈴木 啓太 

(株)日立製作所 鈴木 啓史 
 

１．はじめに 

10000 系電車は 8000 系の次世代通勤電車として 1983

年に登場した。主回路システムに界磁チョッパ装置を採用

し、現在も東武鉄道の主力車両として各路線で活躍してい

る。図１に 10000 系電車の外観を示す。 

1 次車の運用開始後既に 30 年が経過していることから、

今後の予防保全を計画するにあたり界磁チョッパ装置の延

命化更新のための予備品を確保することを目的として、

2013 年度から VVVF インバータ装置への主回路システム

更新を実施することとした。 

10000 系更新車の主回路システムには 2013 年 6 月より

運用を開始した 60000 系車主回路システムと同様、50000

系車に対して小型・軽量化を図った IGBT モジュール応用

2 レベルスナバレスインバータ装置を採用し、省エネルギ

ー化に寄与している。 

さらに、更新に伴い最新の制御技術を適用することによ

り、通勤車両としての運用により適した車両性能向上と機

能追加を実現した。 

 本稿では、10000 系更新車用主回路システムの概要につ

いて報告する。 

 

 

２．主回路システムの構成 

更新を実施した編成は 5M5T の 10 両編成であり、Tc1

－M1－M2－T1－M4－TM1－T2－M1－M2－Tc2 の組成

となっている。 

図２に M1 車・M2 車の主回路ツナギを示す。電車線は

直流 1500V で、パンタグラフによる集電方式である。主回 

図１ 10000 系電車の外観 

図２ 主回路ツナギ(Ｍ１車・Ｍ２車)
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路ヒューズ MF、主断路器 MS、高速度遮断器 HSCB、電

磁接触器 L12(L22)、L11(L21)を経由して 2 回路(2 群)分の

インバータが接続される（これに対して、M4 車は 1 回路

(1 群)分のインバータが接続される）。 

インバータは 1 回路あたり 165kW の主電動機を 4 台一

括制御可能な容量を有している。表１に主回路システムの

主な仕様を示す。 

 

表１ 主な仕様 

 

 

 

 

 

 

 

 表１に示す主回路システムへの更新とともに駆動装置の

歯車比を 5.44→6.53 に変更したことにより、起動加速度を

2.5km/h/s→3.3km/h/s にアップさせることが可能となり、

加速性能向上を実現した。 

 

３．主回路システムの概要 

３．１ 大容量 IGBT の採用 

図３に 10000 系更新車インバータパワーユニットの外

観を示す。 

10000 系更新車においては 3300V 1500A 定格の大容量

IGBT を採用し、50000 系車の 3300V 600A 定格 IGBT を

3 並列接続した 2 レベルインバータ装置に対して単位素子

あたりの電流容量をアップさせた。これにより 165kW 主

電動機 4 台を一括制御する性能を有しつつ実装する素子数

を低減し、装置の小型化を図った。 

また、大容量 IGBT は従来よりも導通損失を低くするこ

とにより素子自体の発熱量を低減させ、冷却器の小型化に

寄与している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３．パワーユニットの外観 

 

３．２ 冷却構造の高効率化 

冷却器については熱流体解析により冷却効率が最大と

なるようヒートパイプの形状・配置を決定するとともにフ

ィン材質をアルミ化した。これにより冷却器の小型・軽量

化を実現した。 

 

３．３ 主回路構造のシンプル化 

50000 系車と同様スナバレス主回路を採用したことに加

え、乾式タイプの軽量フィルタコンデンサを採用しパワー

ユニットとの一体構造とすることにより、更なる部品点数

の削減による小型化・軽量化・高信頼化を図った。 

また、従来パワーユニット中央部に配置していたゲート

ドライブをパワーユニット下部に配置して IGBT より発生

する熱の影響を受けにくくすることで冷却ファンを不要と

して省保守化を図った。 

 

４．制御系の構成 

４．１ カスケードベクトル制御の採用 

電流制御系においては高精度のトルク制御を実現すべ

くカスケードベクトル制御を採用した。 

カスケードベクトル制御概略ブロックを図４に示す。電

流制御系のモータ数式モデルと実モータとの挙動差を考慮

し、電流制御部と電圧指令演算部の間にモータ数式モデル

と実モータとの挙動差を補正する補正制御部を設けた。こ

れによりトルク電流と励磁電流を独立して制御できるよう

になり、従来型ベクトル制御に対して高いトルク応答を実

現し、粘着制御や回生負荷変動に対する性能向上を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ カスケードベクトル制御概略ブロック 

 

４．２ 速度センサレス制御の採用 

ベクトル制御技術を応用し、モータ電流を用いてロータ

周波数の推定演算を行う速度センサレス制御を採用した。 

具体的にはトルク電流指令と励磁電流指令を用いて車両加

速度を演算し、この演算値に対してトルク電流指令と実ト

ルク電流の偏差を用いて常に補正演算を行うことにより正

確なロータ周波数の推定を行う。 

速度センサレス制御の採用により速度センサが不要と

なり省保守化を図ったほか、台車への主電動機取付スペー

スの確保を可能とした。 

 

４．３ 新空転検知方式を用いた粘着制御の採用 

速度センサレス制御は主電動機 4 台分の電流よりロータ

周波数の推定演算を行うが、推定したロータ周波数の時間

変化により空転加速度 dfr/dt を計算すると速度センサを使

乾式フィルタコンデンサ

ゲートドライブ 

冷却器

項 目 仕 様 

主回路構成 4 個モータ制御×1 群／2 群 

制御容量 1722kVA×1 群／2 群 

定格出力電圧 三相交流 1100V 

インバータ出力周波数 0～169Hz 

主電動機容量 165kW 
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用する場合よりも空転変化を捉えにくくなるため、空転変

化をいかに早期に検知するかが課題として挙げられる。 

10000 系更新車においては、トルク電流指令と実トルク

電流の偏差によるロータ周波数推定演算補正量がロータ周

波数の変化量に相当することを利用して、トルク電流指令

と実トルク電流の偏差より空転加速度 dfr/dt を演算して空

転検知を行う粘着制御を導入し、空転検知の高速化を図っ

た。 

 

４．５ 定速運転機能の追加 

インバータ装置への更新に伴い、抑速運転機能を不要化

するとともに定速運転機能を追加した。速度 20 ㎞/h 以上

において主幹制御器力行ハンドルを一旦 3N にセットした

後に 2N に戻して約１秒経過すると、その時点の速度を目

標速度として定速運転モードに移行する。 

 10000 系更新車では速度センサレス制御を採用しており、

また外部から速度情報を得ることができない。そこで、定

速運転中は力行動作・回生動作により常にロータ周波数の

推定を行い、目標速度近辺では最小限のモータ電流を流す

ことで惰行に相当する制御動作を可能とした。 

また、既存の引き通し回路を活用し、運転操作時に編成

内の制御群が必ず全群同時に定速運転への移行・解除を行

うようにする回路を追加した。 

 

４．６ 限流値増機能の追加 

編成内に開放群が存在する場合、開放群が存在すること

を健全群にアナウンスする回路を追加するとともに、健全

群は自動的に限流値増動作に移行できる機能を追加した。

万が一編成内で故障が発生しても極力加速性能を落とさず

に走行することを可能とするとともに、勾配路線を容易に

登坂可能とした。 

 

４．７ その他制御技術 

ベクトル制御技術の応用として、極低速域での高精度な

速度推定演算が可能となったことにより、速度 0km/h まで

電気制動を可能とする全電気ブレーキ制御を適用した。 

PWM 制御は、V/F 一定制御領域において素子損失低減と

信号機器への誘導障害回避の両立を図るべく、非同期制御

と同期制御を組み合わせた独自の設定を施した。さらに、

低騒音化のための PWM 制御技術としてスペクトル拡散制 

御を適用した。キャリア周波数の整数倍まわりに集中する

電磁騒音を、当該スペクトルを拡散することにより、耳障

りな電磁騒音の低減を図った。 

 

５．装置の構造 

本装置は VVVF インバータ制御装置と断流器箱にて構

成しており、それぞれ M1 車用の「8 個モータ制御箱」と

M3 車用の「4 個モータ制御箱」の 2 種類の箱が存在する。

図５に 8 個モータ制御箱の外観を示す。 

VVVF インバータ制御装置にはパワーユニット・フィル

タコンデンサなどの主回路用機器と、ゲート論理部・電源

部などの制御回路用機器を収納した。３項にて述べたよう

にパワーユニットの小型・軽量化を図るとともに、収納機 

主接地スイッチゲート論理部(1 群タイプ×2 台)

制御回路開放器 

耐圧試験コネクタパワーユニット(１群) パワーユニット(２群)

(a)ＶＶＶＦインバータ制御装置(8 個モータ制御箱)

図５ ＶＶＶＦインバータ制御装置・断流器箱の外観 

(b)断流器箱(8 個モータ制御箱) 

高速度遮断器(HSCB) 耐圧試験コネクタ 電磁接触器(L11,L12,L21,L22)

充電抵抗器(CHR1,CHR2) 

過電圧抑制抵抗器(OVR1,OVR2)
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器のユニット化や収納機器配置の最適化、筐体構造の見直

しを行い、8 個モータ制御箱においては 50000 系車に対し

て容積比－27％、質量比－48%と小型・軽量化を実現した。

断流器箱には高速度遮断器・電磁接触器といった遮断器類

と、充電抵抗器・過電圧抑制抵抗器などの抵抗器類を収納

した。 

ゲート論理部のフロントパネルには、インバータ動作状

態や保護動作記録の有無をチェックできる LED を配備し、

操作を必要とするスイッチ類を一箇所に集約して操作性の

向上を図った。 

 収納機器については大部分を同時期に製作した 60000

系車と共通化し、さらに遮断器類については 50000 系車と

も共通化することで、現場の予備品を管理し易くするよう

配慮した。 

 

６．現車性能試験結果 

図６に現車性能試験時のオシログラムを示す。 

力行 3 ノッチ、回生ブレーキ 7 ステップ時のそれぞれの

測定結果を示したもので、安定して制御されており、目標

加減速度についても設計値通りであることを確認した。 

散水条件による粘着制御、軽負荷時の回生ブレーキ、定速

運転制御、全電気停止ブレーキ制御の評価を行い、所望の

性能が得られていることを確認した。 

 

 

 

  

７．おわりに 

10000 系更新車は、１編成目が 2013 年 8 月に、2 編成

目が 2014 年 6 月に営業運用を開始した。現在順調に稼動

しており、運転する乗務員からも加速及び減速の安定性が

高く運転しやすいと好評を得ている。 

今後も東武鉄道の主力車両として活躍し、お客さまに長

きにわたって愛される車両であることを願ってやまない。 

最後に、本装置の製作にご協力いただいた関係各位に体

し、厚くお礼申し上げる次第である。 

 

図６ 現車性能試験時のオシログラム 

(a)力行 3 ノッチ (b)回生ブレーキ 7 ステップ 


